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番号制度の方向性
～ ま ず は ス モ ー ル ・ ス タ ー ト ～

吉井  一洋／鳥毛  拓馬

「番号」制度とは、「納税者番号」と「国民ＩＤ」を組み合わせた制度で

ある。「番号」を用いて所得等の情報の把握とその社会保障や税への活用を

効率的に行う一方で、行政機関の情報連携については、見えない「国民Ｉ

Ｄコード」を用いることとしている。いずれも住民票コードをベースとし

ている。なお、法人にも付番を行う予定である。

2011 年４月 28 日に公表された要綱では、番号制度に対する国民の各種

の懸念に対応するため、個人情報保護法の特別法として番号法を規定し、

利用範囲の制限、厳格な本人確認、閲覧・複製・保管等の制限、安全措置

管理義務、守秘義務、委託・再委託に関する規則などを定めることとして

いる。さらに、個人情報保護等を目的とする第三者機関の設置、マイ・ポー

タルや公的認証機能を備えたＩＣカードの導入なども提案している。

６ 月 末 に 大 綱 の 公 表、 秋 に 法 案 を 提 出 し、14 年 ６ 月 の 番 号 交 付、15 年

１月からの開始を目指しているが、当初は税・社会保障・災害対策に利用

範囲を限定したスモール・スタートを想定している。制度導入当初からの、

民間における幅広い活用は、難しいもようである。

1 章　番号制度とは

2 章　番号の利用方法
目　次目　次目　次
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１章　番号制度とは
１．２つの制度と２つの番号

2011 年４月 28 日に「社会保障・税番号要綱」

（以下、要綱）が公表され、６月末に公表予定の「社

会保障・税番号大綱（仮称）」（以下、大綱）に向

けた議論が大詰めを迎えようとしている。

この「社会保障・税番号」あるいは「共通番号」

とも呼ばれている制度は、「納税者番号制度」を、

国民に受け入れやすくするよう社会保障給付と結

びつけ、さらに「国民ＩＤ」構想と組み合わせた

ものということができる。以下、この制度を「番

号制度」と呼ぶこととする。

番号制度の導入の目的は、簡単に言えば、次の

２点ということになろう。

①所得等の情報の把握とその社会保障や税への

活用を「番号」を用いて効率的に行う。

②ＩＴ化を通じ効率的かつ安全に情報連携を行

える仕組みを、国・地方で連携し協力しなが

ら整備し、行政事務手続きの効率化とサービ

ス向上を図る。

①については、納税者番号としての機能が中心

となる。「納税者番号」は、納税者に悉皆（しっ

かい〈一つ残らず全部の意〉）的に番号を付与し、

下記を義務付けた上で税務当局が番号をキーとし

て用いて法定調書や納税申告書を名寄せし、納税

者の所得情報をより的確に把握する仕組みであ

る。

◇各種の取引に際して、納税者が取引の相手方

に番号を「告知」すること

◇取引の相手方が税務当局に提出する資料情報

（法定調書）および納税者が税務当局に提出

する納税申告書に番号を「記載」すること

証券・金融取引を仲介または取引相手となる証

券会社や金融機関、源泉徴収義務者などが法定調

書に番号を記入しなければならないため、これら

の者に「見える」番号である必要がある。

法定調書を、番号ではなく本人を特定できる氏

名、住所、生年月日、性別の４情報で名寄せをす

ることも考えられなくないが、そのためには、こ

れらの４情報の記入方法を統一したフォーマット

を用いないと難しい。例えば、住所一つ取り上げ

ても１丁目９番１号と記入することもあれば、１

－９－１と記入することもあり、このように記入

方法が異なれば、機械的に名寄せをすることは困

難だからである。

個人を特定する統一的な納税者番号を用いれ

ば、このような問題は解消され、法定調書や申告

書、添付書類等の名寄せが効率的に行われ、所得

の捕捉の精度は向上することが期待される。しか

し、全ての所得が捕捉できるわけではない。

取引の捕捉には法定調書の提出が前提となる

が、課税対象となる取引の全てについて、法定調

書が提出されるわけではない。事業者などの場合

は、法定調書が提出される取引は少なく、提出さ

れたとしても、記載されているのは取引に係る収

入であり、所得そのものが記載されているケース

は少ない。また、所得を算出するためには収入か

ら経費を引く必要があるが、ある支出について事

業の必要経費となるか否かは、事業者の判断に委

ねられている１部分が多く、税務当局が直ちに把

―――――――――――――――――
１）例えば、同窓会の費用を、営業の一環として必要経費とするか、家計の費用とするといったケースが、よく例と

して挙げられている。
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握できるわけではない。

ただ、課税逃れ等を防止するためには、これら

の情報が把握できることには意義があり、納税者

番号を導入するとともに法定調書の提出の範囲を

拡大していく必要がある。ちなみに、既に住民登

録番号を納税者番号として活用している韓国で

は、05 年１月に事業者の所得補捉のため、現金

領収書制度を導入した。同制度では、消費者が現

金で商店から商品を購入する際にあらかじめ国税

庁に登録していた住民登録番号や携帯番号等を提

示し、商店が取引内容を現金領収書事業者に通知

し、同事業者の承認を受けて現金領収証を発行す

る。現金領収書事業者は取引内容を国税庁に通知

する。現金領収証を所得控除等のインセンティブ

と結びつけることで、普及を促進している。わが

国も、いわゆるクロヨン問題に本気で取り組むの

であれば、韓国に倣い、何らかの工夫をする必要

があろう。

①に関しては、消費税率引き上げ時の逆進性緩

和措置として、給付付き税額控除２を導入にする

にあたって、各納税者の所得を把握するための

ツールとしての役割を果たすことも期待されてい

る。ただし、上述したとおり、番号制度を導入し

ても所得を完全に捕捉できるわけではない点に留

意する必要がある。

②は国民ＩＤコードとしての機能が中心にな

る。「国民ＩＤ」は、府省・地方自治体間のデー

タ連携を可能とする電子行政の共通基盤として、

導入が検討されている。すなわち、幅広い行政分

野で連携が行われる場合、その連携のキーとなる

ものである。したがって、特定の個人について当

該番号が流出した場合は、その個人に関して行政

機関が保有する多用な情報へのアクセスが容易に

なり、その影響は大きい。そのため、国民ＩＤに

ついては「見えない」番号を前提としている。

２．番号制度の検討の経緯

１）自民党政権での検討
番号制度は、自民党政権下においては、｢納税

者番号制度｣ として検討されてきた。そもそも番

号制度の議論は、政府税制調査会の「昭和 54 年

度の税制改正に関する答申」において、「利子・

配当所得の適正な把握のためいわゆる納税者番号

制度の導入を検討すべきである」とされたことに

始まった。1980 年の改正税法には、少額貯蓄非

課税制度（マル優）の悪用防止を目的としたグ

リーンカード制度の導入が盛り込まれた。しかし、

マル優逃れの資金が金や海外企業発行の債券など

に流出したことや政界、金融界の反対、国民の不

安、プライバシーへの懸念などの理由で、85 年

３月にグリーンカード制度はその導入前に廃止さ

れた。

その後も政府税制調査会では、納税者番号制度

の検討が継続された。自民党と公明党の連立政権

下で直近の 2009 年度与党税制改正大綱（2008

年 12 月）には、納税者番号を含む番号制度の導

入を検討することが盛り込まれた。具体的には、

「納税者番号制度は、的確な所得把握を通じて適

正・公平な課税の実現に資するものであるが、今

後、税制を国民の利便性に配慮して柔軟に設計し

ていく上でも必要不可欠であり、行政効率化に資

する意義も大きい。したがって、納税者番号制度

―――――――――――――――――
２）消費税率の逆進性の緩和措置として代表的な手法に生活必需品に対する税率を軽減する方法があるが、これは納

税者・税務当局共に事務負担が重い。そこで、低所得者層について生活に最低限必要な支出の消費税相当額の所得
税額からの税額控除を認め、控除額が所得税額を上回った場合は、給付を行うというものである。
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については、今後の税制や社会保障の在り方の議

論と併せて、現行の住民票コードの活用や、いわ

ゆる社会保障番号との関係の整理等を含め、具体

的かつ深度ある議論を関係団体・関係省庁が連携

して実施し、国民の理解を得て、早期かつ円滑な

導入を目指すべきである。このため、今後、与党

内に納税者番号制度に関する検討会を立ち上げ、

制度の導入に向けて精力的に議論を行うこととす

る。」（下線、筆者）とされていた。

なお、社会保障番号とは、社会保障全体の給付

と負担の情報を個人単位で集約するため、個人ご

とに付すことが想定されていた番号３であり、自

民党と公明党による連立政権の下で検討されてい

たものである。

この 2009 年度与党税制改正大綱を受けて 09 

年３月末に成立した「所得税法等の一部を改正す

る法律」の附則には、その第 104 条第３項六号

において、「納税者番号制度の導入の準備を含め、

納税者の利便の向上及び課税の適正化を図るこ

と。」との文言が盛り込まれたのである。

自民党は、09 年８月の衆議院議員総選挙のマ

ニフェストにおいて、11 年度中に社会保障番号・

カードを導入することを挙げていたが、同総選挙

後の民主党政権下では、社会保障番号・カードに

関する 2011 年予算計上は見送られた。

２）民主党政権での検討
一方、09 年８月の衆議院議員総選挙で与党と

なった民主党は、選挙に先立って公表したマニ

フェストにおいて、「社会保険庁は国税庁と統合

して『歳入庁』とし、税と保険料を一体的に徴収

する。所得の把握を確実に行うために、税と社

―――――――――――――――――
３）「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」政府税制調査会、2007 年 11 月

1980年　 「グリーンカード」（少額貯蓄等利用者カード）の導入を決定（大平内閣）
1985年　　　「海外への資金流出」「国民の不安」等の理由で「グリーンカード」は実施前廃止
　　　　　　その後も政府税制調査会では納税者番号制度の検討が継続された。 
2009年　　　衆議院議員総選挙マニフェスト 
　　　　　　・民主党「税と社会保障制度共通の番号制度を導入」 
　　　　　　・自民党「2011 年度中に社会保障番号・カードの導入」 
　　　　　　　⇒　民主党政権下で2011年予算計上見送り 
　　　　　　・社民党「総合課税化、的確な所得把握のための『公平番号制度』の導入」 
９月16日 民主党内閣成立 
12月22日 「平成22年度税制改正大綱」（閣議決定）　　・社会保障・税共通の番号制度導入　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・歳入庁の設置 
2010年 
２月５日 「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」（以下「検討会」という）の設置 
10月28日 「政府・与党社会保障改革検討本部」（以下「政府・与党本部」という）の設置
11月９日 「社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会」（以下「実務検討会」という）の設置
12月３日 実務検討会、「中間整理」をとりまとめて公表
12月10日 政府・与党本部、「社会保障改革の推進について」を公表
12月14日 「社会保障改革の推進について」（閣議決定）
12月16日 「平成23年度税制改正大綱」（閣議決定）
2011年
１月28日 実務検討会、「社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針（案）」をとりまとめ
１月31日 政府・与党本部、「社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針」を決定、公表
２月４日 第１回　情報連携基盤技術ＷＧ開催
２月７日 第１回　個人情報保護ＷＧ開催
２月16日 第１回　情報連携基盤技術ユーザーサブＷＧ開催
４月28日 実務検討会、「社会保障・税番号要綱」を公表

図表１　番号制度検討の経緯

（出所）大和総研資本市場調査部制度調査課作成
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会保障制度共通の番号制度を導入する。」として、

番号制度について記載していた。

09 年の 12 月に公表された 2010 年度税制改

正大綱においては、｢社会保障・税共通の番号制

度の導入を進める｣ と具体的に明記された。翌

10 年２月に内閣官房の国家戦略室に「社会保障・

税に関わる番号制度に関する検討会」（以下、検

討会）が設けられ、番号制度の議論が進められ、

10 年６月には「社会保障・税に関わる番号制度

に関する検討会中間取りまとめ」を公表し、パブ

リックコメントを募集した。

その後、10 年 10 月より、内閣総理大臣の下

に「政府・与党社会保障改革検討本部」が設けら

れ、さらにその下に、「社会保障・税に関わる番

号制度に関する実務検討会」（以下、実務検討会）

が設けられ、現在まで番号制度に関する議論が進

められている。

さらに、政府・与党社会保障改革検討本部と、

「国民ＩＤ」制度を検討してきた高度情報通信ネッ

トワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）の下

に、専門家によるワーキンググループ（以下、Ｗ

Ｇ）として、個人情報保護ＷＧと情報連携基盤技

術ＷＧが設けられた。

個人情報保護ＷＧは、「社会保障・税番号」制

度と「国民ＩＤ」制度における個人情報保護の仕

組みに関する事項（技術に係る事項を除く）を検

討するＷＧであり、学識者を中心に構成されてい

る。一方、情報連携基盤技術ＷＧは、技術に係る

事項を検討するＷＧで、学識者のみならず情報ベ

ンダーの実務家によって構成されている。さらに、

情報連携技術基盤ＷＧの下には、証券、銀行、年

金機構、税理士会、地方公共団体などのユーザー

の代表からなるユーザーサブＷＧが設けられてい

るほか、個人情報保護・情報連携技術基盤両ＷＧ

図表２　番号制度および国民ＩＤの検討体制

（出所）内閣官房社会保障改革担当室資料を一部加筆

ＩＴ戦略本部 政府・与党社会保障改革検討本部

企画委員会
社会保障・税に関わる番号制度に

関する実務検討会

＜政務レベルの調整＞

（事務局）
社会保障改革担当

検討指示

個人情報保護
ＷＧ（仮称）

情報連携基盤
技術ＷＧ

社会保障分野検討会
（サブWG）（仮称）

情報連携基盤技術
ユーザーサブWG

共同事務局（事務局長：峰崎参与）

電子行政に関するタスクフォース

【国民ＩＤ制度】

個人情報保護 情報連携基盤

（事務局）
ＩＴ担当室

「個人情報保護」と「番号
制度と国民ＩＤ制度の共通
事項のうち技術に係るも
の」をＷＧに移管

その他の共通事項については、社会保障改革担当室及びＩＴ担当室が密接に連携し共同で検討作業を実施。

番号制度創
設推進本部

検討指示
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の下に両ＷＧの議論を踏まえ、社会保障分野への

適用について検討を行うために、学識者や医師会、

健康保険組合連合会、薬剤師会などの代表者から

なる社会保障分野サブＷＧが設けられている。

個人情報保護ＷＧでは、後述のとおり、ＷＧと

しての報告書をとりまとめており、情報連携基盤

技術ＷＧも、６月末に報告書をまとめる予定であ

る。

また、番号制度に関する国民の理解を推進する

ため、番号制度創設推進本部が設けられ、各地で

シンポジウム等を開催している。

３）国民ＩＤに関する検討
自民党および公明党連立政権下の 2000 年 11

月 27 日に閣議決定されたＩＴ基本戦略に基づき、

ＩＴ戦略本部が 01 年１月 22 日に e-Japan 構想

を提案した。その中の重点項目の一つとして、電

子行政の推進が挙げられ、以来、同本部において

電子行政の検討が行われてきた。

民主党政権に変わって 10 年５月に決定された

新たな情報通信技術戦略では、情報通信技術革命

の本質は「情報主権の革命」であるとし、ＩＴ戦

略を過去の延長線上にあるものではなく、新た

な「国民主権」の社会を確立するための、非連続

な飛躍を支える重点戦略（３本柱）に絞り込んだ

戦略であるとしている。３本柱として、国民本位

の電子行政の実現、地域の絆の再生、新市場の創

出と国際展開を挙げている。このうち国民本位の

電子行政の実現のための重点施策の一つとして国

民ＩＤ制度が挙げられている。社会保障・税の共

通番号の検討と整合性を取りつつ、個人情報保護

を確保し府省・地方自治体間のデータ連携を可能

とする電子行政の共通基盤として、国民ＩＤ制度

を 13 年までに導入することとしている。併せて、

下記を行うこととしている。

・行政機関による運用やアクセスの状況を確認

する第三者機関の創設

・公的ＩＣカードの整理・合理化

・民間ＩＤとの連携可能性の検討

・各種行政手続きの申請等に際して、既に行政

機関が保有している情報については、原則と

して記載・添付が不要となるよう、行政機関

における適切な情報の活用を推進する。

・行政機関が保有する自己の情報について、国

民が内容を確認できる仕組みを整備する。

この国民ＩＤ制度の導入は、新成長戦略にも、

盛り込まれている。

2010 年 ６ 月 に は 電 子 行 政 に 関 す る タ ス ク

フォースをＩＴ戦略本部の企画委員会の下に設け

て、電子行政に関する調査を継続している。

４）社会保障・税に関わる番号制度に関する
検討会・中間取りまとめ

10 年６月に、政府の「検討会」が公表した「中

間取りまとめ」では、番号制度の利用範囲に関し

て、①税務のみ、②税務と社会保障（現金給付の

み）、③税務と社会保障（現金給付と社会保障サー

ビス）、④行政全般の４パターンを提示していた。

①はドイツ型、②と③はアメリカ型、④はス

ウェーデン型とされている。

番号制度の制度設計に関しては、番号に何を使

うか、情報管理をどうするかという点につき、論

点を提示していた。

また、番号制度に関連して、国民の懸念する事

項として次の３点を挙げていた。
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・国家管理への懸念（国家による国民の監視・

監督に使われるのではないか、など）

・不正行為のリスク（偽造やなりすましなど

によって、不正にのぞき見されるのではな

いか、など）

・目的外利用のリスク（勝手に個人情報を目

的外に利用することが生じるのではないか、

など）

３．番号制度の内容

１）社会保障・税に関わる番号制度について
の基本方針

11 年１月 31 日、政府・与党社会保障改革検

討本部は、｢社会保障・税に関わる番号制度につ

いての基本方針―主権者たる国民の視点に立った

番号制度の構築―｣ （以下、基本方針）を公表した。

10 年 12 月に ｢実務検討会｣ より、｢社会保障・

税に関わる番号制度に関する実務検討会中間整理｣

が公表された。基本方針は、この中間整理を基に

策定されたものである。

基本方針では、番号制度を、複数の機関に存在

する個人や法人の情報が同一人の情報であるとい

うことの確認を行うための基盤および国や地方公

共団体等が国民一人ひとりの情報をより的確に把

握する一方で、国民が国や地方公共団体等のサー

ビスを利用するための必要不可欠な手段として位

置付け、以下の３つの仕組みが必要としている。

① 付番

　新たに国民一人ひとりに唯一無二の民－民

－官で利用可能な見える番号（以下、番号）

を最新の住所情報と関連づけて付番する仕

組み

② 情報連携

　複数の機関において、それぞれの機関ごと

に番号やそれ以外の番号を付して管理して

いる同一人の情報を紐付けし、紐付けられ

た情報を相互に活用する仕組み

③ 本人確認

　個人や法人が番号を利用する際、利用者が

番号の持ち主本人であることを証明するた

めの本人確認（公的認証）の仕組み

基本方針では、個人に対して付番する「番号」

については住民基本台帳ネットワーク（以下、「住

基ネット」）を活用した新たな番号を用いること

とし、番号の利用分野として、年金、医療、福

祉、介護、労働保険の各社会保障分野、国税およ

び地方税の各税務分野を挙げている（後掲図表４

参照）。

さらに、番号制度の導入により、行政機関へ申

請・申告等する場合に必要な添付書類を省略する

ことができ、負担が軽減できる（他の行政機関に

出向く必要がなくなる）としている。

２）社会保障・税番号要綱
11 年４月 28 日に実務検討会は、「社会保障・

税番号要綱」（以下、要綱）を公表した。

これは、前述の基本方針を踏まえ進めてきた検

討に基づき、法令等で措置する内容などについて

の方向性を示したものである。

（１）国民の懸念への対応
要綱では、国民の懸念について、制度上の保護

措置とシステム上の安全措置によって対応するこ

ととしている。それぞれの内容は図表３のとおり

である。
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制度上の保護措置のうち、自己情報へのアクセ

ス記録の確認は、後述（９）のマイ・ポータルの

活用を想定している。システム上の安全措置のう

ちアクセス制御としては、アクセス権限者を制限

する等その他の安全管理措置を念頭に置いてい

る。

さらに、住基ネットを合憲と判断した最高裁の

判決（08 年３月）を踏まえ、番号制度が備える

べき要件として以下を挙げている。

①何人も個人に関する情報をみだりに第三者

に開示又は公表されない自由を有すること

②個人情報を一元的に管理することができる

機関または主体が存在しないこと

③管理・利用等が法令等の根拠に基づき、正

当な行政目的の範囲内で行われるものであ

ること

④システム上、情報が容易に漏えいする具体

的な危険がないこと

⑤目的外利用又は秘密の漏えい等は、懲戒処

分または刑罰をもって禁止されていること

⑥第三者機関等の設置により、個人情報の適

切な取扱いを担保するための制度的な措置

を講じていること

ちなみに、同最高裁判決では、住基ネットによっ

て管理、利用される本人確認情報は、氏名、生年

月日、性別および住所に住民票コードとその変更

情報を加えたものにすぎず、個人の内面に関わる

ような秘匿性の高いものではないこと、データ

マッチングされ、本人の予期しないときに予期し

ない範囲で行政機関に保有され、利用される具体

的な危険については、刑罰をもって禁止されてい

ることも、憲法 13 条により保障される、個人に

関する情報をみだりに第三者に開示・公表されな

い自由を侵害するものではないことの理由として

挙げている。

しかし、今回検討されている番号制度は、住基

ネットのような閉じたネットワークにとどまるも

のではなく、情報連携により利用範囲や関係者は

広範になる。取り扱う情報はより秘匿性の高い社

会保障・税に関わる情報を中心としている。住民

票コードのように住基カードの中に組み込まれて

いるのではなく、ＩＣカード等の券面に記載され

懸念の類型 制度上の保護措置 システム上の安全措置

（出所）社会保障・税番号要綱を一部加筆

・法令上の規制等措置（全国一律）
・第三者機関の監視
・罰則強化

・「見える番号」を用いない情報連携
・アクセス制御
・個人情報及び通信の暗号化

・法令上の規制等措置
・罰則強化

・アクセス制御
・公的個人認証等

①国家管理への懸念

②個人情報の追跡・突合に対
する懸念

③財産的被害への懸念

図表３　番号制度への懸念に対する対応措置

・第三者機関の監視
・自己情報へのアクセス記録の確認

・個人情報の分散管理
・「見える番号」を用いない情報連携
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る「見える番号」が用いられ、本人が予期しない

名寄せに用いられる可能性が高まること、見えな

い番号である国民ＩＤコードは、情報連携を通じ

て横断的に個人の情報を検索するためのキーとな

る番号であり、秘匿性が高くないとはいえないこ

となどを考慮すれば、上記の要件を満たさなくな

るリスクが高まる。そのため、要綱では、下記の

ような措置を講じることとしている。

①については、閲覧、複製および保管等の制

限や罰則の制定、②は情報の分散管理と情報連

携基盤による技術的な工夫、③は後述する「番

号法」や関連する政省令に書き込んで特定する、

④は情報連携の際の暗号化処理等、システム上

のセキュリティ対策を十分に講じる、⑤は罰則

の強化、⑥は独立した第三者機関の設置で対応

することとしている。

（２）番号法の制定
要綱では、番号制度に係る共通的な事項につい

て規定した「社会保障・税番号法（仮称）」を制

定し、番号制度の基本理念、国・地方公共団体・

事業者・国民の責務、「番号」に係る個人情報の

保護、などの事項を規定するとしている。この法

律は、個人情報保護法の特別法として位置付けら

れている。

「番号」に係る個人情報とは下記のものを指し

ている。

①番号

②情報連携基盤を通じた情報連携の対象となる

ものとして法定された社会保障および税分野

の個人情報

③法令に基づき「番号」を取り扱い得る事務に

おいて「番号」とひも付いて扱われる社会保

障および税分野の個人情報

現行の個人情報保護法制は、民間は個人情報保

護法、国の行政機関は行政機関個人情報保護法、

地方公共団体は個人情報保護条例（条例の内容も

地方公共団体ごとに異なる）で対応しているが、

「番号法」は行政機関や地方公共団体、民間をま

たがった統一的な法律を想定しているものと思わ

れる。

（３）防災福祉の観点からの利用
要綱には、基本方針公表後に東日本大震災が発

生したことを受け、「今後起こり得る大災害にあ

らかじめ備え、実際の災害発生時に即応でき、復

興再建の局面でも効力を発揮するよう、防災福祉

の観点からも、番号制度の在り方を考える必要が

ある」と新たに明記された。番号制度を災害、復

興時に利活用できるものにすることが検討される

ことになった。具体的な利用事務については、大

綱において示すとしている。

（４）個人に付番する番号
番号制度で番号として利用されるのは、住基

ネットで用いられている住民票コードと一対一で

対応する新たな番号としている。番号を通知され

た者は、番号の変更を請求することが可能であり、

変更により、新しい番号を付番された場合、従前

の番号は失効するとしている。

番号の変更に関しては、第三者に番号を不正に

取得・利用される可能性などを踏まえると、被害

を最小限に食い止めるためには認められる必要が

ある。もっとも、その要件等は今後の検討課題と

なっている。

Report
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利用範囲

基本方針においては、図表４のユースケースが

例示されていた。

しかし、要綱では、「番号」を利用することが

できる手続きについて、以下の例が示されるにと

どまっている。社会保障サブＷＧでの検討、全国

知事会等から寄せられた意見の実現に向けた検

討、大災害時における支援への有効活用策の検討

など具体的な検討をさらに進め、大綱策定時まで

に利用範囲の拡充を図るとしている。

１．国民年金、厚生年金保険、共済年金等の

被保険者に係る届出、給付の受給及び保

険料の支払に関する手続（※）

２．国民健康保険、健康保険等の被保険者に

係る届出、保険料の支払に関する手続（※）

３．介護保険の被保険者に係る届出、保険料

の支払に関する手続（※）

４．雇用保険の被保険者に係る届出、失業等

給付の受給に関する手続（※）

５．国税に関する法令の規定により税務署長

高額医療・高額介護合算制度の改善

高額医療・高額介護合算制度で自己負担の上限に達した
場合、保険者と医療・介護サービス提供者間の情報連携
により、受給者がいったん立て替えて支払うことなく、
以後の医療・介護を受けることができる。

保険証機能の一元化
券面に番号を記載したＩＣカードの提示により、年金手
帳、医療保険証、介護保険証を提示したものとみなす。

自己診療情報の活用
医療、介護サービスの現場において、本人が自分の診療
情報等を容易に入手・活用できるようになり、地域医療
連携、医療・介護連携の基盤整備が進展する。

給付可能サービスの行政側からの通知
マイ・ポータルの導入により、障害のある方に対して、
本人の同意に基づき利用可能な様々な施策の情報が提供
される。

年金制度の的確な運用
二重に基礎年金番号が付番されたり、二重に年金手帳が
交付されることが防止される。

確定申告手続きの簡素化
年金機構から税務当局に番号付の年金支払調書が提出さ
れることにより、確定申告の際に、公的年金等の源泉徴
収票の添付が不要となる。

医療分野 確定申告手続きの簡素化
保険医療機関・保健薬局等での医療費の自己負担額につ
いて、税務当局と情報を共有することにより、確定申告
の医療費控除に必要な領収書等の添付が不要となる。

所得の過少申告等の防止

税務当局が保有する各種所得情報について番号を用いて
名寄せすることにより、所得の過少申告等のチェックが
効率的にでき、税の不正還付を防止できる。（例えば、
母親の扶養控除について、別の地域に居住している息子
と娘が二重に控除を申請することを防止する。）

確定申告の際の自己情報の確認
e-Taxで確定申告を行う際に、社会保険料控除の対象と
なる保険料や、医療費控除額の算出に必要な情報をマ
イ・ポータルで確認することができる。

各種申請・申告等に必要な行政機関が発行する添付書類
（納税証明書等）の省略ができる。

図表４　基本方針に示されたユースケース

（出所）社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針に基づき大和総研資本市場調査部制度調査課作成

年金分野
（注）

社会保障分野

税務分野

申請・届出等の国民負担が軽減されるもの

（注）税務の所得情報を活用した所得比例年金制度創設の基盤としても期待されている
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に提出する書類（※）への記載及びこれ

に係る利用

６．地方税に関する法令又はこれらに基づく

条例の規定により地方公共団体に提出す

る書類（※）への記載及びこれに係る利

用

７．社会保障及び地方税の分野における手続

のうち条例に定めるもの

（※）その他番号法の授権に基づく政省令で定めるもの

本人確認等

要綱では、番号の告知を求めることのできる行

政機関、地方公共団体、関係機関（日本年金機構

や医療保険者等をいう。以下同じ）の職員等（派

遣労働者を含む）および法令に基づき番号を取り

扱い得る事業者（現時点では、金融機関、健康保

険組合および源泉徴収義務者・特別徴収義務者等

たる事業者等が考えられるとされている）、その

従業者等（派遣労働者を含む）は、告知を受ける

際、本人確認を行うとともに、番号の真正性を確

保する措置を講じるよう努めなければならないと

している。すなわち、努力義務として定めている。

番号を取り扱う個別具体の手続きにおける本人

確認および番号の真正性確保等の在り方について

は、後述（８）のＩＣカードを活用することを基

本とするものの、番号法には規定せず、個別法等

で個別に規定するとしている。これは、手続きご

とに要求される本人確認等の厳密さのレベルが異

なることからである。

そのほか、本人確認等に関して、以下の規制を

掲げている。

・正当な利用目的の場合の番号告知義務、虚

偽告知の禁止

・不当な目的での番号の告知要求の制限

・閲覧、複製、保管等の制限

・安全管理措置義務

・番号に係る個人情報のコンピューター処理

等に関する秘密についての守秘義務

上記の閲覧、複製、保管等の制限について、行

政機関、地方公共団体、関係機関の職員等は、職

務以外の目的で、番号に係る個人情報を閲覧し複

製し、記録されたデータベース等を作成してはな

らないとされている。

一方、民間事業者については、法令に基づき番

号を取り扱い得る事業者と業務により番号を知り

得た事業者それぞれについて、図表５のとおりの

記載がなされている。ただし、｢正当な理由｣ ｢不

当な目的｣ の具体的な内容については、明示され

ていない。

安全管理措置義務

行政機関および関係機関については、行政機関

個人情報保護法などにより、「保有個人情報の漏

えい、滅失または毀損の防止その他の保有個人情

報の適切な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない」とされている（安全確保措置）。

一方、地方公共団体については、個人情報保護

法において、区域内の事業者等への支援や苦情の

処理のあっせん等の努力義務が課せられている。

要綱では、地方公共団体、法令に基づき「番号」

を取り扱い得る事業者は、当該情報の漏えい、滅

失または毀損の防止その他の個人データの安全管

理のために、相当な措置を講じなければならない

としている。

Report
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コンピューター処理等に関する秘密について

の守秘義務

要綱では、行政機関、地方公共団体、関係機関

の職員等、受託業務（再委託、再々委託等の場合

を含む。以下同じ）の従事者等（従事者等には派

遣労働者を含む。以下同じ）は、職務に関して知

り得た番号に係る個人情報のコンピューター処理

等に関する秘密を漏らしてはならないとしてい

る。

委託、再委託等に関する規則

要綱には、下記を設けることとしている。

・地方公共団体および法令に基づき番号を扱い

得る事業者による委託についても行政機関個

人情報保護法や個人情報保護法と同様の規制

を課す。

・個人情報保護法に規定のない個人情報の取り

扱いの再委託、再々委託について、委託元の

許可または明示の許諾が必要なこと、再委託、

再々委託等を受けた者は、「番号」に係る個

人情報の安全管理に必要な措置を講じる必要

があること。

・受託業務の従業者等は委託元の職員等または

従業者等と同様の義務を負うこととする。

これらはデータのアウトソーシングやクラウ

ド・コンピューティングでの個人情報の保護の在

り方に影響を与えることになろう。

死者の識別情報

現行の個人情報保護法では、死者に関する情報

は保護の対象外とされているが、要綱では、死者

の番号に係る識別情報を、行政機関、地方公共団

体、関係機関、番号を取り扱う事業者４が、保存

年限の規定等により保存している場合には、個人

情報と同等の安全管理措置を講じるものとしてい

る。

番号に係る個人情報へのアクセス

要綱では、行政機関、関係機関が保有する番号

に係る個人情報については、マイ ･ ポータル（後

述（９）参照）上で開示されるとしている。ただ

し、不開示情報に該当しないことが事前に確定で

―――――――――――――――――
４）法令に基づき「番号」を取り扱い得る事業者および業務により「番号」を知り得た事業者をいう。（以下同じ）

法令に基づき番号を取り扱い得る事業者、その従業者
等（例えば、金融機関、健康保険組合及び源泉徴収義
務者・特別徴収義務者等）

レンタルビデオ店など、番号が券面に記載されている
ＩＣカードを本人確認書類として用いた事業者、その
従業者等

○「正当な理由」なく、番号に係る個人情報が記録さ
　れたデータベース等を作成してはならない。
○業務に関して知り得た番号に係る個人情報の内容を
　みだりに他人に知らせ、または「不当な目的」に利
　用してはならない。

○番号を文書、図画または電磁的記録に記録して保管
　してはならない。
○業として、番号の記録されたデータベース等を作成
　してはならない。
○業務に関して知り得た番号に係る個人情報の内容を
　みだりに他人に知らせ、または「不当な目的」に利
　用してはならない。

図表５　民間事業者の禁止事項

（出所）社会保障・税番号要綱に基づき大和総研資本市場調査部制度調査課作成
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き、かつ、マイ・ポータル上で当該個人に開示を

行っても事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

がない情報に限られるとされている。

地方公共団体が保有する番号に係る個人情報に

ついても、当該地方公共団体の判断によりマイ・

ポータル上で開示できるとしている。

さらに、マイ ･ ポータル上で開示されない個人

情報についても、開示請求手続、訂正請求手続お

よび利用停止請求手続をマイ・ポータル経由で行

うことができるとしている。地方公共団体が保有

する番号に係る個人情報についても、当該地方公

共団体の判断により開示請求手続、訂正請求手続

および利用停止請求手続をマイ・ポータル経由で

行うことができるとしている。

アクセス記録

要綱では、情報保有機関による「番号」に係る

個人情報のやりとりについて個人自ら後述（９）

のマイ・ポータルなどで確認できる仕組みを設け

ることを求めている。

情報保護評価

番号に係る個人情報の漏えい等が生じた場合、

原状回復は、まず不可能である。これを踏まえて、

海外ではプライバシー・バイ・デザインやＰＩＡ

（プライバシー・インパクト・アセスメント）といっ

た考え方が普及しつつある。前者は、「ＩＴシス

テムや業務慣行において、最初からプライバシー

の対策を講じておくようにする」という概念であ

る。後者は、情報システムの導入等に当たりプラ

イバシーへ及ぼす影響を事前に評価し、その保護

のための措置を促す仕組みのことをいう５。

要綱では、このような考え方を踏まえ、番号に

係る個人情報保護に関する事前評価を実施し、情

報システムの構築や改修が番号に係る個人情報に

及ぼす影響を評価し、その保護のための措置を講

じるよう求めている。

行政機関や関係機関に対してはこの情報保護評

価を実施し、結果を第三者機関に報告するよう求

めている。さらに第三者機関は行政機関、地方公

共団体、関係機関、法令上番号を取り扱い得る事

業者が情報保護評価を行う上でのガイドラインを

作成し、助言・指導等を行うこととしている。

（５）法人等に付番する番号
要綱では、次の法人等に対し、国税庁長官が「法

人番号」を付番し、通知するとしている。ただし、

法人が「法人番号」をどのような場面で利用でき

るのかについては、特段の記載はない。

（１）国の機関および地方公共団体

（２）登記所の登記簿に記録された法人等

（３）法令等の規定に基づき設置されている登

記のない法人

（４）国税・地方税の納税義務、源泉徴収義務、

特別徴収義務、法定調書の提出義務を有

するまたは法定調書の提出対象となる取

引を行う人格のない社団等および登記の

ない外国法人

（５）法人課税信託の受託者で法人税法上信託

財産ごとに別の者とみなされるもの

（６）第三者機関の設置
要綱では、個人情報の適切な取り扱いを担保す

るための制度的措置として、国の行政機関等を監

督する独立性の担保された第三者機関を設置する

―――――――――――――――――
５）個人情報保護ＷＧ報告書（案）
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としている。公正取引委員会などと同様の独立性

をもった 3 条委員会（国家行政組織法第 3 条に

基づいて設置される行政委員会）とする方向であ

る。

第三者機関は内閣総理大臣の下に置かれ、行政

機関、地方公共団体、関係機関および「番号」を

取り扱う事業者（以下、監督対象機関等）による「番

号」に係る個人情報の取り扱いの監督等を行うと

している。

第三者機関は、監督対象機関等に対する「番号」

の取り扱いについて資料の提出・説明等の要求、

立ち入り検査、助言・指導、勧告、命令等を行う

ことができるとされている。

（７）情報連携
要綱では、情報連携できる事務の種類、提供す

る情報の種類、提供先等を番号法または政省令で

規定することとしている。情報連携には「見える

番号」は用いないこと、情報連携に関連する業務

に携わることができる職員を限定すること、やり

取りした個人情報のアクセス記録を一定期間保存

すること、なども求めている。

具体的な連携の仕組みは図表６のとおりであ

る。

「番号」は、住民票コードから乱数で生成し、

付番機関において、住民票コードと「番号」を

ひも付けした対照テーブルで管理する。可逆暗号

関数による変換だと、番号から住民票コードにさ

かのぼられてしまうリスクがある。「見える番号」

なので、さかのぼられるリスクが高いので、可逆

暗号関数による変換ではなく、対照テーブルで管

理する。

ＩＤコードは、住民票コードから可逆暗号関数

により生成し、情報連携基盤で管理する方法など

をベースに検討されているもようである。

リンクコードはＩＤコードから可逆暗号関数で

生成し、情報保有機関で管理する。

情報保有機関は、「番号」とリンクコードと、

対照テーブルでひも付けして管理する。

情報保有機関に民間事業者は含まれない。

「番号」と「ＩＤコード」は一人につき一つだが、

一つの「番号」「ＩＤコード」に対応するリンクコー

ドは、情報保有機関（対象となる行政分野）ごと

に存在する。

情報連携は、情報連携基盤において「リンクコー

ド」を可逆暗号関数により「ＩＤコード」に戻し

て行う。

（８）ＩＣカード
要綱では、個人が（９）のマイ・ポータルにロ

グインしたり、「番号」を取り扱い得る事業者等

が本人確認をした上で「番号」を確認できるよう

にしたりするため、番号制度に対応するＩＣカー

ドを交付することを検討するとしている。

ＩＣカードの券面には、「番号」「氏名」「住所」

「生年月日」「性別」が記載され、公的個人認証サー

ビスが搭載されることになっている。「番号」は

ＩＣカード内にも格納する。

ＩＣカードの券面に「番号」を記載することと

しているのはＩＣカードを提示して対面で本人確

認をする際に、番号の真正性を確認できるように

するためである。現在のところ、番号は裏面に記

入することなどが検討されているもようである。

また、ＩＣカードを提示して対面本人確認でき

るようにするために、顔写真を添付する方向で検

討されている。

公的個人認証に関しては、署名用だけでなく、

認証用も設けるほか、電子証明書の有効期限を３
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年から５年に延長する、署名の検証者を民間事業

者に拡大するといった措置を講じることとしてい

る。

公的認証機能を拡充することで、マイ・ポータ

ルでの本人確認、非対面での本人確認や番号確認

に用いることも想定している。

（９）マイ・ポータル
マイ・ポータルとは、情報保有機関が保有する

自己の「番号」に係る個人情報等を確認できるよ

うに、かかる情報を、個人一人ひとりに合わせて

インターネット上に表示するものとされている。

個人はマイ ･ ポータルを通じて、①自己の「番

Report

（出所）情報連携基盤技術ワーキンググループ資料に基づき、大和総研資本市場調査部制度調査課作成

（注1）「見える」「社会保障・税番号」
（注2）各情報保有機関で独自に利用している番号
（注3）各情報保有機関が利用番号の属性情報として管理している４情報とリンクコード・　　　　国民ＩＤコードの基礎となっている住民票コードに係る住基ネットの４情報を突合し、

　　　　　必要があれば利用者番号の属性情報として管理している４情報を修正する
（注4）年金、医療、福祉、介護、労働保険の各分野ごと、さらには各分野内でサブシステムを　　　　設け、当該サブシステムを経由して情報連携基盤にアクセスする可能性あり
（注5）税・社会保障以外の分野に利用範囲を拡大する際には、「番号」は用いない可能性がある
（注6）法令に基づき番号を取り扱いえる事業者、関係機関を想定している
（注7）「見えない」「国民ＩＤコード」
（注8）情報のやりとりは、情報連携基盤のデータ転送機能を介して、情報連携基盤を経由して　　   　送受信を行う「ゲートウェイサーバー方式」と情報連携基盤を経由せず情報保有
　　   　機関間で直接情報を授受する「アクセストークン方式」とが検討されている

図表６　番号制度と国民ＩＤによる情報連携のイメージ図
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号」に係る個人情報についてのアクセス記録の確

認、②情報保有機関が保有する自己の「番号」に

係る個人情報の確認、③電子申請、④行政機関等

からのお知らせの確認を行うことができるとして

いる。

ただし、アクセス記録の確認については、マイ ･

ポータルへの接続が困難な者（例えば自宅にパソコ

ンを保有していない者）等も確認できるような仕組

みを設けることとしている。例えば、行政キオスク

端末（住民が、住民票の写し、印鑑登録証明書、戸

籍謄抄本などの交付、各種申請手続き等の行政サー

ビス等を利用するために、行政機関やコンビニエン

スストアなどの民間事業者店舗等に設置される情

報端末設備のこと）を用いて確認できるようにする

ことが検討されている。

（10）罰則
要綱では、行政機関の職員等が、個人情報を不

正利用したり不正収集したりするなどの行為につ

いて、現行の行政機関個人情報保護法に規定され

（１）行政機関、地方公共団体、関係機関の職員等、受託業務の従事者等（以下、行政機関の職
            員等）が、正当な理由がないのに、「番号」に係る個人情報が記録されたデータベースを
            提供した行為

（２）行政機関の職員等が、正当な理由がないのに、その業務に関して知り得た「番号」に係る
            個人情報を提供し、または盗用した行為

（３）行政機関、地方公共団体、関係機関の職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外
           の用に供する目的で、「番号」に係る個人情報が記録された文書、図画または電磁的記録
           を収集した行為

（４）コンピューター処理等に関する秘密についての守秘義務に違反してコンピューター処理等
　　　に関する秘密を漏らした者

（１）「番号」を取り扱う事業者もしくはその従業者等または受託業務の従事者等（以下、「番
               号」を取り扱う事業者等）が、正当な理由がないのに、「番号」に係る個人情報が記録
               されたデータベースを提供した行為

（２）「番号」を取り扱う事業者等が、正当な理由がないのに、その業務に関して知り得た「番
                号」に係る個人情報を提供し、または盗用した行為

（３）詐欺等行為または管理侵害行為（不正アクセス行為等その他の保有者の管理を害する行為
            をいう。）により、「番号」に係る個人情報を取得した者

（４）「番号」を取り扱う事業者が保有する「番号」に係る個人情報ファイルまたはデータベー
              スに虚偽の記録をした者

（５）第三者機関は、「番号」を取り扱う事業者または関係機関に対し、「番号」に係る個人情
            報の取扱いに関し、報告させ、職員に事務所等に立入、関係する書類等を検査させ、関係
            者への質問をさせることができるとされているが、かかる報告をせず、もしくは虚偽の報
            告をし、または立入検査を拒むなどし、もしくは質問に対して陳述をせず、もしくは虚偽
            の陳述をした者
（６）第三者機関は、事業者および関係機関が正当な理由がないのに勧告に係る措置をとらな
　　　かったとき等は、その勧告に係る措置等をとるべきことを命じることができるとされて
　　　いるが、この第三者機関の命令に違反した者

第三者機関の
委員長等に対
する守秘義務
違反

第三者機関の委員長、委員または職員等が職務上知り得た秘密を漏らした行為

行政機関、地
方公共団体ま
たは関係機関
の職員等を主
体とするもの

行政機関の職
員等以外も主
体となり得る
もの

（出所）社会保障・税番号要綱をもとに大和総研資本市場調査部制度調査課作成

図表７　罰則
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る罰則より法定刑を引き上げることを検討すると

している。

また、民間事業者やその従業者等による個人情

報の不正利用や、不正アクセス等による不正取得

に直罰規定（違反者に対して行政庁による是正や

中止のための指導、勧告、命令等が行われず、違

反行為があった場合に直ちに罰則が適用になる旨

の規定）を創設するとしている。

必要に応じて国外犯の処罰規定や法人も罰する

両罰規定も設けることとしている。

さらに、第三者機関の委員長等の守秘義務違反

につき、必要な規定を整備するとともに、国家公

務員法上の守秘義務違反の罪より法定刑を引き上

げることを検討するとしている。

ただし、罰則の具体的な内容や法定刑、他の罰

則の必要性などについては、今後も検討が進めら

れることになっている。

（11）導入時期
番号制度の導入時期については、図表８をめど

としている。ただし、制度設計や法案の成立時期

により導入時期は変わり得るとしている。

３）要綱公表後の議論
要綱公表後、個人情報保護ＷＧでは、同ＷＧの

報告書案が検討された。

報告書案では下記が盛り込まれている。

・番号の変更請求の要件について、特段の要件

を設けないこととする案、不利益を受けた場

合等に限る案が考えられるが、さらに検討す

ることとしている。

・未成年者や成年被後見人の法定代理人、任意

代理人等による開示請求等を認めることとし

ている。ただし、本人の生命、健康、生活ま

たは財産を害するおそれのある情報は不開示

とする。また、本人の利益を害するおそれの

ある情報が不用意にマイ・ポータル上で自動

表示されないような措置等を検討することと

している。例えば、未成年者の親権者であっ

たとしても、虐待やＤＶなどを繰り返してい

る親権者に不用意に住所等を教えることのな

いようにしなければならない。マイ・ポータ

ルを自分で操作できない要介護者の場合など

を考えれば、法定代理人以外の任意代理人に

2011年６月 「社会保障・税番号大綱」の公表
番号法案及び関係法案の国会提出
→法案成立後、第三者機関を設置

2011年12月？ 平成24年度税制改正大綱　⇒ 税務当局の対応が明らかにされる
2014年６月 個人に番号、法人等に法人番号を交付
2015年１月以降 社会保障分野、税務分野のうち可能な範囲で番号の利用開始

2011年秋以降

図表８　今後のスケジュール

（出所）社会保障・税番号要綱等をもとに大和総研資本市場調査部制度調査課作成

Report



69

●番号制度の方向性

よる開示請求等も認める必要がある。ただし、

任意代理人については、代理人へのなりすま

しを防止するため、厳格な代理人確認手段を

取ることとしている。

・番号法では、「番号」自体も、保護の対象と

なる「番号」に係る個人情報として取り扱わ

れる。一定の法則等に従い、「番号」から新

たな番号を生成し、その新たな番号を提供し

た場合でも、提供先で元の番号に復元できる

のであれば、番号の提供に該当する。その一

方で、番号だけを提示されても個人は識別で

きないことから、番号を他の番号に係る個人

情報と合わせずに提供する場合であって、提

供先でその本人が識別し得ないときは番号法

の罰則の適用対象から除外することとされて

いる。

・また、番号に係る個人情報のうち、基本４情

報（氏名、生年月日、性別、住所）といった

高度な秘匿性を有しない情報については、「番

号」とひも付けない形で取り扱われるのであ

れば、番号法の規制対象ではなく、一般の個

人情報保護法の保護対象となることとされて

いる。

・番号を取り扱い得る事業者またはその従業者

等が、「番号」の記録されているデータベー

ス等を作成できる「正当な理由」の例として、

従業者（一体的に人事管理を行っている出向

　者・子会社の従業者、退職者を含む）の源

泉徴収関連事務に番号を活用するため、人事

管理・福利厚生等を目的に管理・利用される

データベースに番号を付して番号の記録され

たデータベース等を構築することなどは認め

られることとされている。従業者の人事管理・

福利厚生に必要で、本人に同意を得て、上記

データベースを第三者に提供した場合は、番

号法の罰則の適用対象から除外される。

なお、上記のほかに、プライバシー保護の観点

からの個人情報保護法の見直しが示唆されている

点は注目される。
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針方本基綱要目項
①付番
　新たに国民一人ひとりに唯一無二の民－民－官で利用可能な見える番号（以下
　「番号」という。）を最新の住所情報と関連づけて付番する仕組み

②情報連携
　複数の機関において、それぞれの機関ごとに「番号」やそれ以外の番号を付し
　て管理している同一人の情報を紐付けし、紐付けられた情報を相互に活用する
　仕組み
③本人確認
　個人や法人が「番号」を利用する際、利用者が「番号」の持ち主本人であるこ
　とを証明するための本人確認（公的認証）の仕組み

○住民票コードと一対一で対応する新たな番号 ○付番対象となる個人は、住民票コードの付番履歴を有する日本国民および中長
　期在留者、特別永住者等の外国人住民○市町村長が個人に通知

○当分の間、付番および情報連携基盤を担う機関の所管は総務省
○国民年金および厚生年金保険、共済年金等の
　被保険者に係る届出、給付の受給および保険
　料の支払に関する手続

○社会保障分野

○国民健康保険および健康保険（国家公務員共
　済組合法および地方公務員等共済組合法に関
　する短期給付を含む）等の被保険者に係る届
　出、保険料の支払に関する手続

・高額医療・高額介護合算制度の改善

○介護保険の被保険者に係る届出、保険料の支
　払に関する手続

○雇用保険の被保険者に係る届出、失業等給付
　の受給に関する手続

○国税に関する法令の規定により税務署長に提
　出する書類への記載およびこれに係る利用

・自己診療情報の活用

○地方税に関する法令またはこれらに基づく条
　例の規定により地方公共団体に提出する書類
　等への記載およびこれに係る利用

・給付可能サービスの行政からの通知

○年金分野
・年金制度の的確な運用
・確定申告手続の簡略化
・所得比例年金制度の創設
○医療分野
・確定申告手続の簡略化
○税務分野
・所得の過少申告等の防止
・確定申告の際の自己情報の確認
・事業者負担の軽減
○申請・申告等の負担軽減（他の行政機関に出向く必要がなくなるもの）
・給付等の申請
・自己負担割合・自己上限負担額の決定
・国税・地方税の申告等

人法るす有を号番等人法社会る係に請申の記登人法・業商○体団共公方地、関機の国○
○登記所の登記簿に記録された法人等
○法令等の規定に基づき設置されている登記の
　ない法人

○当分の間、付番を担う機関の所管は国税庁

○国税・地方税の納税義務、源泉徴収義務、特
　別徴収義務

　または法定調書の提出義務を有する人格のな
　い社団等

○国税庁長官は、付番した「法人番号」を当該
　法人等に通知

○「番号」に係る個人情報の開示、情報連携を
　通じた個人情報のやりとりに係るアクセス記
　録の確認の仕組み

○個人がマイ･ポータルを通じて以下を行うこと
　ができる

①自己の「番号」に係る個人情報についてのア
　クセス記録の確認

②情報保有機関が保有する自己の「番号」に係
　る個人情報の確認

③電子申請
④行政機関等からのお知らせの確認
○大規模災害時や、重大な機器等の故障等が発
　生した場合においても業務を継続することが
　できるような措置を講じる
○現行の住基カードの機能を改良 ○券面等に記載された「番号」を、相手方に告知するなどして用いる
○マイ・ポータルへのログインのため、公的個
　人認証サービスに認証用途を付加

○１枚のＩＣカードの提示により、年金手帳、医療保険証、介護保険証等を提示
　したものとみなす

○公的個人認証を民間事業者等も利用可能に
○券面に「番号」を記載

ＩＣカード

個人の番号の利用範囲

・保険証機能の一元化

法人番号の付番対象

置設を）称仮（ルターポ・イマに上トッネータンイ○ルターポ・イマ

○社会保障および地方税の分野の手続のうち条
　例に定めるもの

図表９　基本方針および要綱のとりまとめ

番号制度に必要な3つの仕組
み

個人に付番する「番号」

Report
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項目 要綱 基本方針
○内閣総理大臣の下に番号制度の個人情報保護等を
　目的とする委員会を設置

○監視対象機関等(行政機関、地方公共団体、関係機
　関、「番号」を取り扱う事業者）に対する監督等を
　実施

○監視対象機関等に対する「番号」の取扱いについ
　て資料の提出・説明の要求、立ち入り検査、助
　言・指導、勧告、命令等
○情報連携基盤等の監査
○「番号」の取扱いに係る苦情相談、調査

○行政機関の情報保護評価の実施に関し指導・助言

○行政機関、地方公共団体、関係機関の職員等
⇒職務以外の目的で、番号に係る個人情報を閲覧し
　複製し、記録されたデータベース等を作成しては
　ならない

○法令に基づき番号を取り扱い得る事業者、その従
　業者等（例えば、金融機関、健康保険組合および
　源泉徴収義務者・特別徴収義務者等）

⇒「正当な理由」なく、番号に係る個人情報が記録
　されたデータベース等を作成してはならない

⇒業務に関して知り得た番号に係る個人情報の内容
　をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に利
　用してはならない

○業務により番号を知り得た事業者、その従業者等
　（例えば、番号が券面に記載されているＩＣカー
　ドを本人確認書類として用いた事業者）

⇒番号を文書、図画または電磁的記録に記録して保
　管してはならない

⇒業として、番号の記録されたデータベース等を作
　成してはならない

⇒業務に関して知り得た番号に係る個人情報の内容
　をみだりに他人に知らせ、または「不当な目的」
　に利用してはならない

○行政機関の職員等による不正利用、不正収集等に
　つき、「行政機関個人情報保護法」より罰則を強
　化

○民間事業者およびその従業者等による不正利用
　や、不正アクセス等による不正取得に直罰規定を
　創設

○第三者機関の委員長等に対する守秘義務違反につ
　き、必要な規定を整備。既存の守秘義務違反の罪
　より罰則を強化

○番号制度を利活用する各システムの構築に当たり、問題点を回避または緩和するための変更
　を促すことを目的として、プライバシーに対する影響評価の実施とその結果の公表を行う仕
　組みについて検討

○特定の分野（例えば金融、医療等）については、法律上、追加的に措置すべき個人情報保護
　の方策があるかどうかにつき、「個人情報保護ワーキンググループ」における検討を踏ま
　え、当該分野における各制度を所管する主務官庁において、2011年５月を目途に一定の結論
　を得られるよう検討

○2011年秋以降、可能な限り早期に番号法案および
　関係法律の関係法案を国会に提出

○法案成立後、可能な限り早期に第三者機関を設置
　し、業務を開始

○2014年６月、個人に「番号」、法人等に「法人
　番号」を交付

○2015年１月以降、「番号」を利用する分野のう
　ち、社会保障分野、税務分野のうち可能な範囲
　で「番号」の利用を開始

○「情報連携基盤技術ワーキンググループ」等の作業と並行して、より精緻な試算
　を行うとともに、誰がどのように負担するかについて検討

○番号制度を導入した場合の便益について、国民にわかりやすく示す

制度構築の際の留意点
○情報連携基盤の構築に当たっては、将来的に幅広
　い行政分野等における情報連携を可能とすること
　に留意

○バックアップ体制やバックアップシステムの整備（システムが故障などにより稼働し
　なくなった場合に、その機能を代替するような体制を整えておくことや、その機能を
　代行するシステムを整備しておくこと）を含め、不具合等発生時に手作業等で対応で
　きる範囲内の業務等を想定しつつ、番号制度の対象分野や制度設計を行うことが必要

○政府広報を積極的に実施。中央・地方の各界各層の協力を得て2011年度および2012
　年度の２か年をかけて全国47都道府県で番号制度に関するシンポジウムを行う

○番号制度導入のために周知・広報を行う民間団体を支援し、緊密な連携を行う

（出所）社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針および社会保障・税番号要綱等をもとに大和総研資本市場調査部制度調査課作成

スケジュール

番号制度の導入に係る費用と便
益

○国と地方公共団体･関係機関（日本年金機構や医
　療保険者等）との相互調整を行うなど、地方公共
　団体等の実情や費用対効果を踏まえ、引き続き検
　討

番号制度創設推進本部の設置

罰則

○個人情報の利用形態が変わり、流通量が増えるにつれて、情報の漏えい・濫用の危険
　性も高まることから、不正な情報活用を防止するため、関係法令の罰則の強化を検討

第三者機関、目的外利用提供の
制限等、罰則以外の個人情報保
護方策

○「番号」に係る個人情報の適正な取り扱いを担保
　するため、「番号」に係る個人情報の保護に関す
　る事前評価（以下「情報保護評価」という）を実
　施し、情報システムの構築・改修が「番号」に係
　る個人情報へ及ぼす影響を評価し、その保護のた
　めの措置を講じる
○行政機関および関係機関は、「番号」に係る個人
　情報を取り扱うシステムを開発または改修する前
　に、情報保護評価を実施した上で、その結果を第
　三者機関に報告し、その承認を受ける
○第三者機関は、行政機関、地方公共団体、関係機
　関および法令に基づき「番号」を取り扱い得る事
　業者が情報保護評価を実施する際のガイドライン
　を作成するものとし、情報保護評価の実施につい
　ての助言、指導等を行うことができる
○ガイドラインには、情報保護評価を実施しなけれ
　ばならない情報システムについての基準や、情報
　保護評価の実施方法、実施手順等を記載する

第三者機関
○責任主体、設置形態（単独府省にするか三条委員会にするか等）、人事（人員構成）、
　調査権限、規模等の論点について、諸外国の事例も踏まえながら、十分に検討

目的外利用・提供の制限等

○「番号」の利用目的および「番号」の利用に伴う個人情報の利用目的を明らかにし、
　実効性のある目的外利用・提供の制限を明示
○併せて、公益に資する個人情報の二次利用の在り方について、個人情報保護法制と
　整合を図りつつ検討

○2014年１月第三者機関設置
○2014年６月全国民に「番号」配布（ＩＣカードの国民への配布を検討）
○2015年１月税務分野等のうち可能な範囲で利用開始。以降段階的に利用範囲を拡大
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２章　番号の利用方法
１．政府における検討

要綱では番号の利用範囲として、年金、健康保

険、介護保険、雇用保険の届出・受給事務、国税・

地方税の提出書類、社会保障・地方税の手続き（条

例）が例示されているにとどまっていた。

情報連携基盤技術ＷＧでは、次のようなユース

ケースが例示されている。

◇確定申告（e-Tax）の省力化

・マイ・ポータルを通じて前年の申告内容、国

民健康保険料、人的控除等の情報を確認する。

・年金の支給額や源泉徴収税額を納税者に通知

する。

・税務当局と行政機関との情報の授受は想定さ

れていない。

◇雇用保険と年金の供給調整

・雇用保険の失業給付と年金の供給調整のため

の年金事務所での手続きを不要とする。

◇引越しに係る自治体間での所得情報連携

◇出生手続きの簡素化

◇災害関連

このうち災害関連としては、下記が挙げられる。

被災前の時点における対応

・各自治体の防災部局が作成しているハザード

マップと要援護者となる可能性の高い住民の

情報を連携して把握しておく。

・防災計画策定に必要な情報を情報連携機関を

通じて収集し、計画策定に反映する。

被災直後の対応

・被災者の安否、所在の確認を行う。

・被災者情報を共有するため、被災者の台帳を

作成する。当該台帳に基づき、救援物資等の

支給を行う。預金の暫定支払い等も可能とす

る。必要に応じ、被災の証明書を発行するシ

ステムを整える。

継続的な支援・生活再建支援

・被災者の台帳に基づき、継続的かつプッシュ

型の援助を実現する。

・例えば、災害見舞金、災害支援金の支給、生

活資金の貸し付け等、公営住宅の入居、被災

者への学習支援・ケアシステムなど、情報連

携により、精緻・迅速な生活再建支援を実施

する。

・避難先での各種給付を実施する。

・災害ボランティアの管理システムの構築

要綱で検討結果を取り上げることとされていた

社会保障分野サブＷＧは、現在検討中で児童扶養

手当の手続きの簡素化が例示されている。

要綱では、全国知事会、全国市長会および全国

町村会から寄せられた意見の実現に向けた検討を

進めることとしている。

内閣官房は、「地方３団体に対する社会保障・

税に関わる番号の利用方法に関する調査」を行っ

ている６。調査結果のうち、地方税に関する利用

方法の例として図表 10 のとおりまとめられてい

る。

社会保障分野に限って見た場合の番号の利用方

法として、全国知事会と全国市長会・全国町村会

が示した例のうち主なものについても図表 11 お

よび図表 12 に掲載する。

そのほか、例えば、情報連携基盤技術ユーザー

―――――――――――――――――
６）http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/dai3/siryou4.pdf
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示例法方用利型類

○税分野

⇒確定申告時の各種控除証明
　書、減免申請時の罹災証明の
　省略

○他分野

⇒各種福祉給付申請時の課税証
　明書の省略

○証券・金融・保険に関する調
　書、確定申告・給与支払報告
　書に被扶養者の番号を記載

○支払調書や不動産登記時に番
　号の記載

【類型3】
住所情報の補足（12項
目延べ約20件）

○住所情報と関連づけられた番号により、正確な住
　所情報や同一人物であることが把握できる。

○個人住民税の他市との二重課
　税の防止、住民登録のない者
　や再転入者の調査軽減

【類型4】
名寄せの効率化（45項
目延べ約95件）

○番号により各種所得や情報の名寄せの精度向上や
　事務の効率化ができる。

○住民登録情報と各種課税資料
　や車両登録情報をマッチング

【類型5】
国税との連携強化（8
項目延べ約13件）

○番号による連携強化により国税の課税資料・情報
　把握ができる。

○配当・報酬の資料等

【その他】
○他機関との連携（犯罪歴情報を取得して産廃処理
　業の許可申請に伴う調査事務を軽減。）

○番号を記載した新たな申告等の導入により、所得
　捕捉の精度向上や事務効率化ができる。

図表10　地方税に関する番号の利用方法の例

○番号での行政機関間等の情報連携による各種申請
　における添付書類を省略できる。

【類型2】
新たに番号を付した申
告等の導入（12項目延
べ約15件）

【類型1】
添付書類の省略(69項目
延べ約97件）

（出所）社会保障・税番号要綱についての都道府県・指定都市担当課長説明会、総務省自治局説明の資料をもとに
　　　　大和総研資本市場調査部制度調査課作成

・特別障害者手当、特別児童扶養手当について、本人が受け取っている年金情報
　を把握できれば、認定請求書・所得状況届に添付している年金証書の写し等が
　不要となる。

・身体障害者手帳、療育手帳の情報に付番することで、障害の程度を把握するた
　めに添付している手帳の写し等が不要となる場合がある。

・施設入所支援サービスの利用情報に付番すれば、施設入所時における資格喪失
　届の届出漏れを防ぐことができる。

・医療保険情報と福祉医療情報を一元管理し、公費情報を保険証などにＩＣ化し
　て付与すれば、公費優先順の適正化や医療事務の効率化が図られる。

・障害福祉情報や診療情報（透析、難病等）などもＩＣ化して格納し、本人が所
　持すれば、災害や事故の際に、効果的で迅速な救命等につなげることができ
　る。

・保険請求上、一定期間に算定できる上限が設けられた診療について、複数の医
　療機関を受診した場合の請求の厳格化が図られる。

・ 医療保険と介護保険の重複請求の捕捉に利用することで、保険給付の適正化が
　図られる。

・被用者保険離脱データを住所地の市町村が閲覧できれば、対象者を速やかに把
　握できる。

・結核、肝炎その他の生命および健康に重大な影響を与える疾病で、治療、経過
　観察その他の措置を必要としている者が所在不明である場合において、共通番
　号を活用して現住所を確認し、必要な措置を行うことが可能となれば、当該者
　の生命や健康を守ることができる。
・新生児検診、学校での身体測定、成人後の健康診断をはじめ、各医療機関等で
　の受診履歴、投薬履歴の情報に付番して保健所に集約・蓄積することで、健康
　状態に応じた健康診断の受診案内を行うことができる。

・アレルギー情報も盛り込めれば、投薬ミスもなくなる。

図表11　社会保障分野での利用（全国知事会）

（出所）社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会の資料をもとに大和総研資本市場調査部制度調査課作成

○各種申請時の提出書類の
　削減等により、住民の利
　便性向上を図る事例

○特定の情報をカードに付
　加することで、住民の利
　便性向上を図る事例

○情報の共有化等により、
　公平・公正で効率的な事
　務処理を可能とする事例

○その他の事例
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サブＷＧ７では、上下水道、電話、電気等、介護

認定作業などで利用することが意見として出され

ていた。市町村とハローワークの情報連携により、

職業訓練や生活支援と生活保護の適正な支給に役

立てることなども考えられる。

そのほか、行政機関が収集した個人情報を匿名

化・類型化することで、各種の政策の分析に生か

すことも想定しているもようである。

２．民間における検討

要綱の公表直前においては、2018 年以降に番

号法を改正し、民間利用について検討するとして

いたもようである。しかし、時期的に遅すぎると

の民間の反発が強かったことなどから、要綱には

その旨の記載は削除されている。

民間からの要望としては、例えば、日本経済団

体連合会が 10 年 11 月８日に公表した「豊かな

国民生活の基盤としての番号制度の早期実現を求

める」では、下記が提案されている。

・給付付き税額控除への活用

・企業の税務・社会保険関係業務の効率化（原

始記録から徴収に至るまでのシームレスな処

理）

・本人了解の下での医療データの蓄積・利用

・共通プラットフォームを通じた官民の情報共

有（現住所など）による国民利便性の向上

・記入済み申告制度（税務当局が把握している

資料情報から作成された申告書を本人が修

正・確認し、申告の上、納税・還付を受け

・被保険者の資格の取得、喪失手続の効率化、適正化を図ることができる。

・医療保険の加入漏れや重複加入を防ぐことができる。

・転出入に伴う社会保険等の加入・給付状況についての引継ぎが容易になる。

・患者の管理及び保険資格確認や診療履歴、投薬履歴、ケアプラン、介護記録などの情報
　をデータベース化することにより、総合的かつ的確な医療サービスが受けられ、行政や
　医療現場も効率化が期待できる。

・患者台帳やカルテ、介護サービス利用記録など共有できれば効率的なサービス提供がで
　きる。見守り体制の構築もできる。

・介護サービス利用者や障害者手帳所持者等の転出入の管理ができ、高齢者等の生存確認
　が容易になる。

・国民年金部門において、国民年金加入（20歳）の本人申請の省略、より正確でスムーズ
　な本人確認事務、保険料納付状況の把握等が可能となる。

・受給資格、受給申請、保険料の納付状況が一元管理され、データベース化が可能とな
　る。

・障害者自立支援法サービス、介護保険サービスの利用状況の一元化が図れると、65歳を
　超える時の継続的サービス調整が容易となる。

・障がい者サービスの受給者番号として利用することで転出や転入などの受給者管理が容
　易となる。

・医療・介護・福祉の情報共有・連携がよりスムーズで正確になり、迅速で適正な予防接
　種や医療行為、要介護の認定、障がい者サービス等を行うことができる。

・乳幼児医療費助成事業において、自治体と医療機関での受給者の確認が容易になり、適
　正な事務につながる。

・子ども手当、子ども医療費など、これまで申請時に必要としていた添付書類が不要とな
　り、手続の簡素化が図られるとともに、所得制限のある手当等に関しては、正確な所得
　情報を得ることができ、信頼性が向上する。

・児童扶養手当等について、年金情報の確認が出来るようになれば、重複支給による返納
　金の発生が押さえられる。

図表12　社会保障分野での利用（全国市長会、全国町村会）

（出所）社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会の資料をもとに大和総研資本市場調査部制度調査課作成

○医療・介護・福
　祉の連携関係

○その他関係

○医療保険関係

○介護保険関係

○年金関係

○福祉関係

―――――――――――――――――
７）情報連携基盤技術ＷＧのもとに設置されている。
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る制度）の導入

・行政手続きの処理状況の確認制度

・自己情報の適切な管理・確認制度

・選挙投票等への活用（勤務先の最寄りの投票

所での投票やインターネット経由の投票）

・医療・介護の情報連携など

このうち、企業の税務・社会保険関係業務につ

いては、個人情報保護ＷＧ報告書案に示されてい

るように、税法など法令で許された範囲内におい

て番号に基づく従業員等のデータベース等の構築

は認められ得るもようだが、それによりどの程度

のシームレス化が可能か検討を要する。行政手続

きの処理状況の確認や自己情報の適切な管理・確

認制度については、マイ・ポータルにより対応可

能と思われる。

医療データの蓄積・利用については、生活習慣

病の予防や緊急時の対応、より効率的な医療の提

供に役立てることが考えられる。例えば、生活習

慣病に関して言えば、現在、健保から国保に移っ

た場合、あるいは同じ健保であっても就業先の変

更（同一グループ内での移転も含む）によって、

本人の医療や健康診断等のデータの継続性は断た

れてしまうが、番号またはリンクコード等を利用

することで、これを継続的に管理できるようにす

ることにより、成人病や生活習慣病などの予防に

役立てることなどが考えられる。同一個人の長期

間の健康診断のデータ収集を可能とすることで、

情報管理をしているベンダーによるデータ分析

と、それに基づく医療担当者によるアドバイスの

提供などが可能になると思われる。医療・介護の

情報連携については、例えば、在宅介護の現場で、

医師、ケアマネジャー、介護事業者、地方自治体

など複数の関係者が、本人や家族の了解の下で、

診療履歴、投薬履歴、ケアプラン、介護記録など

の情報をデータベースとして共有することなどが

想定されている。しかし、医療や介護に関する情

報は機密性が高く、医師会などの反対も強く、実

現は難しそうである。

官民の情報共有については、情報連携基盤の民

間事業者の参加を認めることになり、当初からの

実現は厳しそうである。

そのほか、民間企業からは、社内のセキュリ

ティー管理に活用する、行政機関が保有する情報

を保険加入や保険金等の支払いの可否判定に活用

する、法人顧客等の法人番号で効率的に管理する、

などの利用方法も提案されていた。

証券会社や金融機関などにおいては、本人確認

の効率化、特に顧客が住所移転等をした場合の確

認に番号を活用できれば、業務のコスト削減・効

率化に役立つ。例えば口座開設時の本人確認にお

いて、現行制度では、マネーロンダリング対策か

ら、犯罪収益移転防止法により、運転免許証、健

康保険証などの写真付きの本人確認書類を提示す

る必要がある。住民票の写しなど、写真付きでな

い本人確認書類を提示した場合には、転送不要の

書留郵便を対象者に送付し、不着による返戻がな

いことをもって本人確認が終了するといった対応

が求められている。

証券会社や金融機関では、ＩＣカードや、番号

を国民に通知する際の通知書の提示、あるいは番

号の利用によって、この郵送手続きを簡素化する

ことができないかという期待があった。このうち

ＩＣカードの提示や番号を国民に通知する際の通

知書を本人確認書類として提示する方法は、番号

制度上は認められるもようである。ただし、ＩＣ

カードは本人の交付申請に基づいて交付されるも

ようであることや現在の住基カードの普及状況を
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考えると、ＩＣカードが番号制度導入当初から一

斉に普及することは考えづらい８。通知書を提示

する方法についても、本人が提示していることを

確認するためには、結局は写真付きの身分証明書

を提示してもらう必要がある。番号の利用につい

ては、番号を用いて住基ネットにアクセスして確

認する方法は認められないものと思われる。番号

の提示や通知・記入によって本人確認を行うこと

も考えられるが、その場合、提示や通知・記入さ

れた番号が正しい番号か否かをどうやって確認す

るのかといった問題がある。また、オンライン処

理による場合、単に番号を記入するだけでは、デー

タの複製等を防止することはできない。複製の可

能性がある場合は、犯罪収益移転防止法上の本人

確認書類として認められる可能性は低く、また、

要綱で求められている番号の真正性を確保してい

るともいえない。複製防止のためには、ＩＣカー

ドに搭載されている公的個人認証等を活用するこ

とも検討する必要がある。ただし、これは証券会

社や金融機関にとって、コスト増要因となる。

顧客が住所を移転しそれを証券会社や金融機関

に通知しない場合に、番号に基づいて、住基ネッ

トにアクセスし、移転後の住所を確認することが

できれば、住所確認のために転送不要の書留郵便

を送るといったような対策を講じる必要がなくな

りコストの削減につながる。しかし、これは、認

められないもようである。

なお、公的個人認証サービスについては、官公

庁だけでなく証券会社・金融機関を含む民間事業

者への利用拡大が、番号制度の中で検討されてい

るところである。例えば、口座開設時の本人確認

が公的個人認証サービスを利用した本人確認であ

る場合は、本人確認票の起票や保管をしなくてよ

いこととするといった簡素化措置や、顧客の住所

移転時などの基本４情報の変更情報を公的個人認

証サービスで確認可能とするなどの措置等、利便

性向上につながる施策が併せて実現されれば、民

間側が活用するインセンティブが働く可能性もあ

る。

そのほか、税や社会保障・災害対策以外の法令

順守のために番号を活用することが認められる

か、例えば、金融商品取引法（顧客勧誘における

適合性の原則への対応、不公正取引の防止、反社

会勢力の排除等）への対応のために、顧客の情報

を番号を用いてデータベース化することが認めら

れるか否かなども注目される。これらは、今後の

検討によるが、少なくとも、番号により反社会勢

力の対象者の情報を入手することは困難であると

思われる。

証券・金融取引における納税事務を簡素化する

ために番号を利用することも考えられる。例えば、

納税者が税務当局に対して、税務当局が番号によ

り名寄せした自己の取引情報を確認できるように

することで、証券会社や金融機関の支払通知書等

の送付を免除するとともに、納税者の申告を容易

にすることも考えられる。将来、金融所得課税一

体化が進んだ場合には、金融所得確認システム９

を導入することも考えられる 10。

また、制度の導入の際に、既存の顧客の口座に

番号を付番する必要があるが、導入当初から全て

付番することは非常に困難である。要綱では、正

当な利用目的で番号の告知を求められた場合は番

―――――――――――――――――
８）マイ・ポータルのログインにはＩＣカードが必要であることから、制度導入時に普及するのではという見方もある。
９）『大和総研調査季報』2011 年春季号「証券金融税制の今後」（吉井 一洋）、82 ページ以降参照
10）2014 年から導入が予定されている日本版ＩＳＡ（少額投資非課税制度）の拠出限度額の管理に用いることも考

えられる。 
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 　鳥毛 拓馬（とりげ たくま）

　資本市場調査部 制度調査課
　研究員
　担当は、税制・会計制度

号の告知をする必要がある旨を述べている。番号

の告知義務は顧客側にあり、証券会社・金融機関

側は努力は必要だが、必ずしも全ての顧客の口座

について付番することまでは求められていない。

ただ、これら納税事務や当初の付番については、

税務当局の対応によるところが大きい。最終的に

内容が固まるのは、11 年末に公表される 2012

年度税制改正大綱が示されるまで待たねばならな

い可能性もある。

３．まずはスモール・スタートか

番号に係る個人情報については、漏えいした場

合に、原状回復は無理であることから言えば、慎

重なスタートにならざるを得ないというのが、現

状における政府のスタンスのもようである。

また、番号制度を導入しさえすれば、行政機関

等において、直ちに情報連携が可能となるわけで

はなく、それが可能なインフラ整備を行うことが

前提となる。このこともスモール・スタートとな

る理由であろう。

したがって、民間事業者が番号を積極的に活用

する局面は、当初はあまり期待できそうにない。

残念ながら、導入当初は、民間にとってコスト増

要因となろう。さらには、単なるシステム対応や

事務コストだけでなく、導入前の時点においては、

第三者機関が定めるガイドラインに従った番号を

取り扱い得る事業者が情報保護評価を行い、評価

結果を踏まえた措置を講じる必要がある。導入後

は第三者機関への資料の提出・説明・報告や検査

への対応も求められることになる。

政府側には、導入後も、制度を固定化すること

なく、柔軟に見直しを行っていくことが望まれる。

また、民間サイドも引き続き、番号制度の有効活

用に向けた提言を、番号に係る個人情報の保護策

と併せて、積極的に行っていく必要があろう。

【参考文献】
・社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会 中間取

りまとめ（2010 年６月29日）
・社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会 中

間整理（2010 年12 月３日）
・社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針
（2011 年１月31日）
・社会保障・税番号要綱（2011 年４月28日）
・個人情報保護ワーキンググループ報告書（案）（2011

年６月２日）
・内閣官房社会保障改革担当室「番号制度で何ができる

ようになるか」（2011 年１月31日）
・日本経済団体連合会「豊かな国民生活の基盤としての

番号制度の早期実現を求める」（2010 年11月８日）
・富士通総研経済研究所主席研究員 榎並利博『金融』、
「諸外国における納税者番号制度と韓国の現金領収証

制度について」全国銀行協会連合会（平成 22 年８月号）


